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表1.2.1　災害時対応表（例）
	
	配　備　基　準
	配　備　人　員

	第一非常配備体制
	· 震度４以下の地震が発生し，対応が必要とされるとき


	主幹（事業調整担当）

	第二非常配備体制
	· 震度５弱または５強の地震が発生したとき

· 地震（津波）による被害が発生したとき，または発生するおそれがあるとき
	主幹（事業調整担当）

主幹（下水道担当）

主幹（下水道技術担当）

	第三非常配備体制
	· 震度６弱以上の地震が発生したとき

· 地震（津波）による大規模な被害が発生したとき，または発生するおそれがあるとき
	全　職　員


休日または夜間に地震が発生した場合，職員はテレビ等で震度を確認するように努め，特別の事情がある場合を除き，上記の配備体制及び配備内容等に基づき，直ちに勤務場所またはあらかじめ定められた場所に自主的に集合する。
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